
 

 

国 自 物 第 １ ２ ６ 号 

国 自 貨 第 ３ ７ ７ 号 

令和８年 11 月９日 

 

公益社団法人 全日本トラック協会長 殿 

 

国土交通省物流・自動車局 物 流 政 策 課 長 

国土交通省物流・自動車局 貨物流通事業課長 

（ 公  印  省  略 ） 

 

物資の流通の効率化に関する法律に基づく調査等の実施について 

（協力依頼） 

 

流通業務の総合化及び効率化の促進に関する法律及び貨物自動車運送事業法の一部を改正する法律（令和

６年法律第23号）が令和６年５月に公布され、改正後の物資の流通の効率化に関する法律（平成17年法律

第85号。以下「改正物流効率化法」という。）が令和７年４月に施行され、すべての荷主・物流事業者に対

して、積載効率の向上等及び荷待ち・荷役等時間の短縮といった物流の効率化に取り組むよう努力義務が課

されたところです。 

改正物流効率化法第 71 条においては、トラックドライバーの運送・荷役等の効率化に向けた荷主・物流

事業者等の取組状況に関する調査を行い、その結果を公表するものと規定されております。このため、同規

定に基づき、荷主・物流事業者による物流効率化の取組状況や課題を把握し、今後の施策の検討及び推進に

活用するため、「物流効率化に向けた荷主・物流事業者の取組状況の調査」を実施いたします。また、貨物自

動車運送事業者等に対してトラックドライバーの代表的な運行を調査し、トラック運送業界の運行の実態を

把握するため、「トラックドライバーの１運行当たりの平均拘束時間に関する調査」についてもあわせて実

施いたします。 

つきましては、上記の「物流効率化に向けた荷主・物流事業者の取組状況の調査」及び「トラックドライ

バーの１運行当たりの平均拘束時間に関する調査」について、貴傘下会員への周知及び回答への協力依頼を

よろしくお願い申し上げます。 

 

記 

 

１．調査の種類 

（１）物流効率化に向けた荷主・物流事業者の取組状況の調査 

改正物流効率化法に基づき、すべての物流事業者等を対象として、契約関係にある荷主等の積載効率

の向上等、荷待ち・荷役等時間の短縮に関する取組状況等について調査するもの。 

（２）トラックドライバーの１運行当たりの平均拘束時間に関する調査 

すべての貨物自動車運送事業者を対象として、代表的な運行における運転時間・荷待ち時間・荷役時

間・附帯作業時間等の内訳について調査するもの。 

２．調査対象事業者 

  すべての貨物自動車運送事業者 

３．調査の方法 

  インターネットを用いたWeb調査及び調査票による調査 

４．実施時期 

  令和８年11月 16日から同年12月 18日まで 

 

以上 


